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国等の公共事業における市内中小企業者の受注機会の増大 
【要望先：国土交通省】 

提案・要望

補足説明 

(1) 国は、公共事業について地元企業への発注を基本方針とするとともに、「公共工事の品質確保の促
進に関する法律」に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」（令和７年２月改正）において、
災害時の対応を含め、地域において社会資本の維持・管理を担う企業を確保することの重要性を
掲げている。 

(2) 地域経済を持続的に発展させていくためには、地域の中小企業の意欲的かつ創造的な活動を支援
することが不可欠である。横浜市では「横浜市中小企業振興基本条例」（平成 22 年制定）に基づ
き、市が発注する公共事業における市内中小企業者の受注機会の増大を図り、その事業活動の活
性化に取り組んでいる。

(3) 国及び国の関係機関が発注する公共事業については、「横浜市内公共事業発注者連絡会」（平成 23
年度から毎年開催）等を通じて、市内中小企業の受注機会の拡大を図ってきた。連絡会設立以降、
受注実績は増加傾向にあったものの、令和６年度の市内企業受注額は過去最大となった令和 2 年
度の約 2割にとどまっている。

(4) 市内中小企業者の受注機会を一層拡大するためには、中小企業者が受注しやすいよう、適切な規
模に分離・分割して発注することが必要である。また、総合評価落札方式においては、地域への精
通度や貢献度を適切に評価することが求められる。さらに、地域の活性化を図るとともに、地域
における公共施設等の維持・管理を担う企業を将来にわたり確保する観点から、横浜環状道路や
横浜港の整備などの大規模事業の推進や維持・管理工事の実施にあたっては、地元企業へ優先的
に発注する必要がある。

(5) 中小企業者は、地域経済における雇用の重要な担い手であるとともに、災害発生時においては地
域の守り手として重要な役割を果たしている。これらを踏まえ、市内中小企業者の受注機会を確
保するとともに、資材価格の高騰などによる事業経費の増額を適切に反映し、発注額を増大させ
る必要がある。 

1 中小企業の受注機会を増大させるため、国及び国の関係機関が発注する公
共事業について、適切な規模での分離・分割発注を推進すること。 

2 地域への精通度や貢献度を評価する発注方式など、地元企業が参画しやす
い発注方式を拡大すること。 

3 資材価格の高騰や賃上げなどの動向を適正に反映するとともに、WTO 案
件及び緊急随意契約案件を除いた発注額の増大を図ること。 
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市内米軍施設の返還と跡地利用促進への支援 
【要望先：外務省、財務省、国土交通省、防衛省】 

提案・要望 

補足説明 

(1) 横浜市では、戦後 80年にわたる米軍施設への土地提供が続いてきた結果、まちづくりや都市基盤
整備が進まず、施設提供区域やその周辺地域の発展に大きな影響が生じている。

(2) 瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックなど４施設・区域については、いまだ返還方針が合意されておら
ず、市民、市会、行政が一体となり、国に対し早期の全面返還を継続的に要請している。

(3) 平成 16年の返還合意６施設・区域のうち、旧小柴貯油施設（平成 17年）、旧富岡倉庫地区（平成
21年）、旧深谷通信所（平成 26年）、旧上瀬谷通信施設（平成 27年）については、すでに返還が
実現している。一方、未返還の２施設・区域のうち、根岸住宅地区については、令和８年６月 30
日付けで全部返還がされたものの、池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）については、いま
だ返還の見通しが立っていない。

(4) 根岸住宅地区については、返還後の円滑な土地利用に向けた検討を進めているが、国有地と民有
地の境界設定、維持管理の継続、補償等、様々な課題が生じている。これらについては、原因者で
ある国が地権者と丁寧に協議を行い、合意を得た上で引渡しを行う必要がある。また、地区に囲
まれた土地に居住する世帯及び周辺住民の生活環境の維持・改善に向け、継続的な対応が求めら
れている。

(5) 令和６年２月には、瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックにおいて新編された第５輸送中隊の運用が開
始され、市民からは不安の声が寄せられている。あわせて、市内各米軍施設における訓練・演習や
物資の備蓄等、基地使用に対する懸念も生じていることから、国においては、米軍の活動に関す
る情報を適時適切に提供し、安全面に十分配慮することが求められる。

(6) 跡地利用の検討にあたっては、⻑年にわたり⼟地利用の制限を受け、多⼤な基地負担を強いられ
てきた地域や市全体が抱える課題を解決するため、国有地処分条件における特段の配慮が必要で
ある。あわせて、土地区画整理事業、道路整備事業、都市公園事業などの都市基盤整備について、
国庫補助の一層の充実を図るなど、財政面を含めた積極的な支援が不可欠である。

1 市内米軍施設について、早期に全面返還を実現すること。 

2 根岸住宅地区の返還・引渡しに伴う課題について、地権者に丁寧な説明を
行い、解決を図ること。 

3 瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックをはじめとする市内米軍施設及びその周辺
地域において、市民生活の安全・安心を確保するとともに、米軍の活動に
関する適時適切な情報提供を行うこと。 

4 跡地利用の具体化を促進するため、財政面も含め積極的な支援を行うこと。 

市長提案・要望１ 
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横 浜 市 都 市 整 備 局 企 画 課
〒231-0005 横浜市中区本町6丁目50番地の10

「横浜グリーンエクスポ」開催概要 

開催場所   横浜市瀬谷区・旭区（旧上瀬谷通信施設） 

開催期間   2027年３月19日(金)～ 2027年９月26日(日) 192日間 

テ ー マ     幸せを創る明日の風景 ～Scenery of the Future for Happiness～ 

博覧会区域   約100ha(内、会場区域80ha) 

ク ラ ス     A１(最上位) クラス(AIPH承認＋BIE認定) 

有料来場者数 1,000万人以上 

公式サイト    https://expo2027yokohama.or.jp/  
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